様式第１６（第４０条関係）（第一面から第三面まで）

	認定申請書

申請年月日　 　　2020年　12月　24日
　
　　経済産業大臣　殿
（ふりがな）かぶしきがいしゃ　ふぉーばる
                              　一般事業主の氏名又は名称 株式会社フォーバル
（ふりがな） なかじま まさのり
                              （法人の場合）代表者の氏名　　中島　將典  印
住所　〒150-0001
    東京都渋谷区神宮前五丁目５２番２号
法人番号　4011001025865　　　　　　　　　　　　　　　　  　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　情報処理の促進に関する法律第３１条の認定を受けたいので、下記のとおり申請します。

	記
情報処理システムの運用及び管理に関する指針に関する取組の実施状況

　(1) 企業経営の方向性及び情報処理技術の活用の方向性の決定
	公表媒体（文書等）の名称
	フォーバルコーポレートサイト


	公表日
	　　　2014　年　10月　3日


	公表方法・公表場所・記載箇所・ページ
	フォーバルコーポレートサイト内「次世代経営コンサルティング」ページ

	記載内容抜粋
	ビジネスをリードするには、膨大な量の情報を入手し、それが有益かどうか解析することがとても重要であるという認識をした上で、ただ、その一つひとつの情報の多くは、元をたどると人の意思や感情、行動、そこから生じる物理的な変化が生み出すものである。情報が無機的にただそこにあるのではなく、有機的に人の気持ちから生まれてくるものだとしたら、有益な情報を手に入れる近道はお客様一人ひとりを理解することにあるのかもしれない。
従来のマーケティングは、お客様を塊（セグメント）として捉えていたが、デジタルテクノロジーの進化により、これまで不可能といわれていた「マーケット・オブ・ワン（市場の中のたったひとり）」や「セグメント・オブ・ワン（塊の中のたった一人）」という「個」への対応というマーケティングが可能になった。

	意思決定機関の決定に基づいていることの説明
	取締役会の承認を得た方針に基づき作成され、代表取締役が決定した内容であり公表媒体に記載されている事項です。



(2) 企業経営及び情報処理技術の活用の具体的な方策（戦略）の決定
	公表媒体（文書等）の名称
	フォーバルコーポレートサイト


	公表日
	　　2020年　12月　15日


	公表方法・公表場所・記載箇所・ページ
	フォーバルコーポレートサイト内「DX推進に関する取り組み」ページ
https://www.forval.co.jp/dx/

	記載内容抜粋
	日々、フォーバルグループのメンバーが全国の中小企業への利益貢献活動を実施するなかで、さまざまなデータが集まっています。
今までグループ会社、部門に分散しがちであった中小企業の経営情報を整理、一元管理し、その情報の利活用を目的とした「経営分析情報プラットフォーム」を構築、中小企業のビッグデータバンクとなる情報基盤を開発した上で、今まで以上に中小企業の利益貢献にコミットすると共に、私たち自身のビジネスモデルの変革と新しい社会価値の共創を目指します。

	意思決定機関の決定に基づいていることの説明
	[bookmark: _GoBack]（定時）取締役会の承認を得た内容であって公表媒体に記載されている事項です。



　　① 戦略を効果的に進めるための体制の提示
	戦略における記載箇所・ページ
	フォーバルコーポレートサイト内「DX推進に関する取り組み」ページの“「DXによる共創」戦略”と“Dプロジェクト組織体制”
https://www.forval.co.jp/dx/

	記載内容抜粋
	部門横断型プロジェクトとして「Dプロジェクト」を設置し、推進してまいります。



　　② 最新の情報処理技術を活用するための環境整備の具体的方策の提示
	戦略における記載箇所・ページ
	フォーバルコーポレートサイト内「DX推進に関する取り組み」ページ
https://www.forval.co.jp/dx/

	記載内容抜粋
	施策
・ペーパーレスへの取り組み
・ネットワーク事業の強化
・社内ITシステムの整備、刷新
・社員へのDX推進に関わる知識武装と資格取得の推奨
・DX推進のための部門横断型プロジェクト「 Dプロジェクト」を設置



(3) 戦略の達成状況に係る指標の決定
	公表媒体（文書等）の名称
	フォーバルコーポレートサイト


	公表日
	　　2020年　12月　15日


	公表方法・公表場所・記載箇所・ページ
	フォーバルコーポレートサイト内「DX推進に関する取り組み」ページ
https://www.forval.co.jp/dx/

	記載内容抜粋
	指標
・デジタル技術やデータ活用に関する資格保有者の増加
・IT（社内システム）活用による従業員満足度の向上
・「Dプロジェクト」による経営分析情報プラットフォームのオープン（2021年4月予定）



(4) 実務執行総括責任者による効果的な戦略の推進等を図るために必要な情報発信
	発信日
	　2020年　12月　15日

	発信方法
	フォーバルコーポレートサイト内「代表挨拶」ページでのメッセージの記載

	発信内容
	日々進化する情報通信技術によりデジタル化された「情報」や「データ」が新たな「経営資産」として注目されている今、DX（デジタル・トランスフォーメーション）化の波は、中小企業にも例外なく押し寄せてきています。私たちは次世代のデータ活用による利益貢献と、新たな価値の共創を目指し、中小企業の「経営分析情報プラットフォーム」の開発を進めています。



　(5) 実務執行総括責任者が主導的な役割を果たすことによる、事業者が利用する情報処理システムにおける課題の把握
	実施時期
	　　2019年　12月頃　～　　2020年　10月頃


	実施内容
	「DX推進指標」による自己分析を昨年度、今年度と継続して行い、経年進捗やベンチマークデータの社内共有を行っています。



　(6) サイバーセキュリティに関する対策の的確な策定及び実施
	実施時期
	　　2019年　3月頃　～　　2020年　12月頃


	実施内容
	サイバーセキュリティおよびセキュリティ全般において、主に社内システムの安全確保と不正利用の防止・監視を目的とし、システム的・組織的に以下施策を適用しております。尚、当施策は情報セキュリティの社内統括部門である情報システム部門が主管となり実施しており、監査領域のサイクルは、フォーカスされるセキュリティ分野により適切と判断された頻度で実行します。
（現在実施しているセキュリティ体制はISMSを取得した2019年3月に確立し、セキュリティ対策および監査は直近まで随時行っております。）



（注）(1)～(3)の取組において公表先のURLを提出しない場合は次の①の書類を、(4)の取組において情報発信内容を確認できるウェブサイトのURLを提出しない場合は、次の②の書類を添付すること。また、必要に応じて③、④の書類を添付できる。
1 (1)～(3)の取組における、公表を行っていることを明らかにする書類（公表先のウェブサイトの画面を印刷した書類等）
2 (4)の取組における、情報発信を行っていることを明らかにする書類（情報発信内容を確認できるウェブサイトの画面を印刷した書類等）
3  (1)の取組における企業経営の方向性及び情報処理技術の活用の方向性、(2) の取組における戦略を補足説明するための書類（最新の情報処理技術の変化による影響を踏まえた観点から決定していることを説明する書類等）
4 (5)～(6)の取組における、実施内容を補足説明するための書類



備考．用紙の大きさは、日本産業規格Ａ４とすること。

様式第１６（第４０条関係）（第四面）

（記載要領）
１．「申請年月日」欄は、経済産業大臣に認定申請書を提出する年月日を記載すること。
２．「一般事業主の氏名又は名称、代表者の氏名、住所」欄は、氏名については、記名押印又は自筆による署名のいずれかにより記載すること。一般事業主が法人の場合にあっては、住所については主たる事務所の所在地を記載すること。
３．一般事業主が法人の場合であって法人番号が記入されている場合は、一般事業主の氏名又は名称、代表者の氏名、住所の記載を省略することができる。
４．申請内容は正しく記載すること。認定後、虚偽または不正の申請を行ったことが判明した場合には、認定の取消し等所要の措置を講ずることがある。

